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2024年７月５日 

各 位 

会  社  名  株 式 会 社 フ ォ ー サ イ ド 

代 表 者 名  代 表 取 締 役  大 島  正 人 

（東証スタンダード・コード2330） 

問 合 せ 先   常 務 取 締 役  飯 田  潔 

電  話    0 3 - 6 2 6 2 - 1 0 5 6 

 

 

株式会社エムの株式の取得（子会社化）及び新たな事業の開始、 

第三者割当による第11回新株予約権（行使価額修正条項付）及び第１回無担保社債（私募債）の発行 

並びに新株予約権の買取契約（コミット・イシュー※）の締結に関するお知らせ 

 

当社は、2024 年７月５日（以下「発行決議日」といいます。）開催の取締役会において、株式会社エムの株

式を取得し子会社化すること及び当社連結子会社における新たな事業の開始について決議いたしました。また、

EVO FUND（以下「割当予定先」といいます。）を割当予定先とする第11回新株予約権（以下「本新株予約権」

といいます。）の発行及び金融商品取引法による届出の効力発生を条件として本新株予約権の買取契約（以下

「本買取契約」といいます。）を割当予定先との間で締結すること並びに割当予定先に対して無担保社債（私

募債）（以下「本社債」といいます。）を（以下、本新株予約権の発行及び本買取契約の締結を総称して「本件」

といい、本新株予約権の発行及びその行使並びに本社債の発行による資金調達を「本資金調達」又は「本ス

キーム」といいます。）発行することを決議しましたので、それらの概要につき以下のとおりお知らせいたし

ます。 

 

Ⅰ．株式会社エムの取得（子会社化）及び新たな事業の開始 

※事業開始の趣旨及び株式の取得の理由 

当社グループは 2000 年３月の創業から、デジタルコンテンツの配信を基軸事業として展開する一方で、積

極的に M&A や新規事業展開を推進し、2017 年３月には株式会社ブレイクを、2017 年６月には日本賃貸住宅保

証機構株式会社を子会社化し、これらM&Aにより取得した事業が現在の当社グループの主力事業にまで成長し

ております。一方で、更なる業容拡大を目指していくには、新たな柱となる事業が必要不可欠であるとの認識

のもと、2019年７月には出版事業を、2024年２月にはAI関連事業を開始し、経営成績と企業価値を共に向上

させるため、新たな市場に対しても挑戦し続けることに努めております。 

 今般、その施策の一環として、株式会社エム（住所：東京都渋谷区渋谷三丁目10番１号、代表者：大島 正

人）の株式を取得し新たに運送事業を開始すること、及び連結子会社である株式会社AI Tech Solutions（住

所：東京都中央区日本橋室町三丁目３番１号、代表者：大島 正人）においてデータセンター事業を開始する

ことを決定いたしました。 

 

１．株式会社エムの子会社化及び運送事業の開始 

(１)株式取得及び事業開始の理由 

近年のEC市場の成長を受けて、宅配貨物の取り扱い個数が増加の一途を辿る中で、自動車運転従業者の有効

求人倍率は２倍を超えており、物流を支えるトラックドライバーの人手不足は深刻さを増しています。またト

ラックドライバーのうちの約半数が50歳以上の高齢者であり、若手の人材不足による、さらなる人手不足が進

行すると想定されています。 

加えて、2024年４月より自動車運送業務への労働基準法における年間960時間の上限規制、および改善基準

告示の改正が適用され、トラックドライバーの稼働時間の減少と賃金減少による人材の流出により、トラック

ドライバーの人手不足はより深刻となることが見込まれます（いわゆる物流2024年問題）。「持続可能な物流の

実現に向けた検討会」（国土交通省）においては、物流2024年問題の対策を講じなかった場合、2024年度４億

トン、2030年度には9.4億トンの輸送能力が不足する可能性があると報告されました。 
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我が国のトラック運送事業者はその大部分を中小企業者が占めており、これらの事業者においては相互の情

報連携が困難であること、配送の受注や配送ルートの決定が手作業により決定されることが多いことなどから、

積載効率の低下や荷待ち時間の長時間化が発生しており、輸送効率の悪化、ひいてはトラックドライバーの長

時間労働の要因となっております。 

当社代表取締役である大島正人は、かねてより物流2024年問題に課題意識を持っており、運送業界における

課題やノウハウを収集することを目的として、2023年９月に、当時休眠状態であった貨物運送事業者である株

式会社エムの全株式を取得いたしました。当該株式の取得後、同社は大島正人の下で貨物運送事業を再開し、

複数の取引先と取引を行う中で貨物運送事業のノウハウを蓄積してまいりました。 

当社グループとしても、19兆円を超えるトラック運送事業の停滞は我が国の経済活動に悪影響をもたらす重

要な社会課題であると認識しており、トラック運送業者の大部分を占める中小企業者間での情報連携の高度化、

ITによる配送受注や配送ルートの効率化を進め、物流2024年問題への対処に取り組むことが急務であると考え

ております。 

このような中、当社グループは業務提携先であるAICE株式会社（住所：東京都文京区本郷六丁目25番14号宗

文館ビル３階、代表取締役：佐藤匠）と協業し、勤怠管理・運行管理・法定書類作成業務のDX化、荷主と運送

業者との最適マッチングを通じた積載効率の向上、請求書発行などのバックオフィス業務のDX化等により、AI

の技術を活用して運送会社における様々な業務を効率化するための試みに取り組むことにいたしました。 

このような経緯から、当社グループとして、物流事業に関連するデータの収集やノウハウの蓄積を実施し、

運送事業者の課題解決に効果的なシステムの開発を実現することを目的として、一般貨物自動車運送事業及び

貨物利用運送事業を行う株式会社エムを完全子会社化し、新たに一般貨物自動車運送事業及び貨物利用運送事

業を開始することを決定いたしました。 

 

(２)新たな事業の概要（運送事業） 

① 新たな事業の内容 

一般貨物自動車運送事業及び貨物利用運送事業を新規事業として開始いたします。 

 

② 当該事業を担当する部門等 

当社の連結子会社となる株式会社エムにおいて行う予定です。 

 

③ 当該事業の開始のために特別に支出する金額及び内容 

当該株式取得に要する資金 20 百万円及びアドバイザリー費用２百万円の支出を予定しております。なお、

必要な資金については、本資金調達で調達することを想定しております。 
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(３)異動する子会社の概要 

 

(４)株式取得の相手先の概要 

① 名 称 大島 正人 

② 所 在 地 大阪府大阪市 

③ 上場会社と当該個人との関係 当社代表取締役 

 

(５)取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

① 異 動 前 の 所 有 株 式 数 

0株 

（議決権の数：0個） 

（所 有 割 合：0％） 

② 取 得 株 式 数 
100株 

（議決権の数：100個） 

③ 取 得 価 額 

当該会社の普通株式 20百万円 

アドバイザリー費用等（概算額） ２百万円 

合計（概算額） 22百万円 

④ 異 動 後 の 所 有 株 式 数 

100株 

（議決権の数：100個） 

（所 有 割 合：100％） 

※取得価額については、公平性・妥当性を確保するため、独立した第三者機関であるブルーリーフパートナー

ズ株式会社（住所：東京都港区六本木七丁目 15 番７号、代表取締役：小泉誉幸）による算定結果を基に、

株式取得の相手先との協議により決定しています。また、当社顧問弁護士であるアサミ経営法律事務所

（住所：東京都千代田区内神田２丁目 11 番６号、代表弁護士 浅見隆行）による法務デューデリジェンス

① 名 称 株式会社エム 

② 所 在 地 東京都渋谷区渋谷三丁目10番1号 

③ 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役 大島 正人 

④ 事 業 内 容 一般貨物自動車運送事業、貨物利用運送事業 

⑤ 資 本 金 ５百万円 

⑥ 設 立 年 月 日 2006年１月11日 

⑦ 大 株 主 及 び 持 株 比 率 大島 正人 100％ 

⑧ 
上 場 会 社 と 当 該 会 社 と 

の 間 の 関 係 

資本関係 当社代表取締役大島正人が100％出資する会社であ

ります。 

人的関係 当社代表取締役大島正人が、当該会社の代表取締

役を兼務しております。 

取引関係 該当事項はありません。 

⑨ 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 2021年12月期 2022年12月期 2023年12月期 

純 資 産 10,063千円 △133千円 1,892千円 

総 資 産 10,138千円 10千円 79,400千円 

1 株 当 た り 純 資 産 100,639.3円 △1,337.1円 18,925.0円 

売 上 高 －千円 －千円 70,268千円 

営 業 利 益 △0千円 △0千円 2,090千円 

経 常 利 益 0千円 △0千円 2,090千円 

親会社株主に帰属する当期純利益 △71千円 △10,197千円 2,026千円 

1 株 当 た り 当 期 純 利 益 △713.3円 △101,976.4円 20,262.2円 

1 株 当 た り 配 当 金 0円 0円 0円 
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を受け、法務上の問題はない旨の意見書を入手しております。 

 

(６)その他 

 株式会社エムは、特定子会社に該当いたします。 

 

(７)日程 

① 取 締 役 会 決 議 日 2024年７月５日 

② 株 式 譲 渡 実 行 日 2024年８月１日（予定） 

 

(８)今後の見通し 

本件新たな事業の開始による当期（2024年12月期）の業績に与える影響は軽微であります。また、来期以降

の業績に与える影響につきましては現在精査中であり、詳細等が判明次第速やかにお知らせいたします。 

 

２．データセンター事業の開始 

(１)事業開始の理由 

総務省が令和５年９月17日に公表した「統計から見た我が国の高齢者」によると、2023年時点で65歳以上の

高齢者は全人口の29.1％を占めており、我が国における高齢化率は世界で最も高くなっております。このよう

な高齢化の進行に伴い、生産年齢人口（15歳から64歳）は急速に減少しており、労働力の不足が深刻な社会問

題となっております。具体的には、2023年の時点で生産年齢人口は約7,396万人と、1995年のピーク時の8,716

万人から約1,300万人減少しており、この傾向は今後も続くと予測されております。 

当社グループにおいては、2024年２月に生成AIを活用した事業活動効率化ツールの開発等を行うAI関連事業

を新たに開始しました。生成AIは、従来のAIでは不可能だった創造的な作業を人間に代わって行うことが可能

であり、労働力不足を補完し、業務効率を飛躍的に向上させるなど、多くの社会課題の解決に寄与することが

期待されています。 

しかし、生成AIの活用には膨大なデータ計算能力が必要であり、生成AIの利用が世界的に広がる中で、必要

となるデータ計算能力は世界的に不足しています。現在、データ計算能力の多くは海外の大規模データセン

ターに依存しており、我が国における生成AIツールの開発とサービス提供を持続的に進めるためには、国内で

のデータ計算能力の確保が急務となっております。 

このような中、当社グループはデータ計算能力需要の増加を事業拡大の機会であると考え、新たにデータセ

ンター事業を開始することを決定しました。当該事業においては、高性能GPUサーバーを導入したデータセン

ターの運営を行い、我が国におけるデータ計算能力の確保と増強を図ります。 

これにより、当社は生成AIの活用を一層推進し、社会全体のデジタル化を支援するとともに、新たな収益源

の確立を目指します。 

 

(２)新たな事業の概要（データセンター事業） 

① 新たな事業の内容 

新たに開設するデータセンターにおいて高性能 GPU サーバーを設置・運用し、システム開発会社やクラ

ウドサービスを利用している事業会社に対して、高性能コンピューティングリソースへのオンデマンドア

クセスの提供を開始いたします。 

事業開始当初においては、都内の既存データセンターの一部を賃借することにより本事業を行い、将来

においては、安定的な顧客を獲得し事業規模を拡大させることに合わせて、サーバー用コンテナの取得お

よびコンテナ型データセンターを利用した事業を進めてまいります。本事業に使用するサーバーの確保、

サーバーの保守運用、顧客獲得について、同事業に知見のある会社との協業により事業を推進し、当社グ

ループにおける新たな柱となる事業として、収益基盤の拡大を目指してまいります。 

 

② 当該事業を担当する部門等 

株式会社AI Tech Solutionsにおいて行う予定です。 
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③ 当該事業の開始のために特別に支出する金額及び内容 

データセンター開設資金及び GPU サーバーの購入代金として、それぞれ 16 百万円及び 220 百万円の支出

を予定しております。なお、必要な資金については、本資金調達で調達することを想定しております。 

 

(３)日程 

① 取 締 役 会 決 議 日 2024年７月５日 

② 事 業 開 始 日 2024年９月１日（予定） 

 

(４)今後の見通し 

本件新たな事業の開始による当期（2024年12月期）の業績に与える影響は軽微であります。また、来期以降

の業績に与える影響につきましては現在精査中であり、詳細等が判明次第速やかにお知らせいたします。 

 

Ⅱ．第三者割当による第 11 回新株予約権（行使価額修正条項付）及び第１回無担保社債（私募債）の発行並

びに新株予約権の買取契約（コミット・イシュー）の締結 

１．募集の概要 

(１) 割当日 2024年７月22日 

(２) 発行新株予約権数 60,000個 

(３) 発行価額 総額1,020,000円（新株予約権１個当たり17円） 

(４) 
当該発行による 

潜在株式数 

6,000,000株（新株予約権１個につき100株） 

上限行使価額はありません。 

下限行使価額は114.5円としますが、下限行使価額においても、潜在株式数

は6,000,000株であります。 

(５) 資金調達の額 1,335,220,000円（注） 

(６) 
行使価額及び行使価

額の修正条件 

当初行使価額は223.2円とします。 

本新株予約権の行使価額は、割当日の翌取引日に初回の修正がされ、以後３

取引日（株式会社東京証券取引所（以下「取引所」といいます。）において

売買立会が行われる日をいいます。以下同じ。）が経過する毎に修正されま

す。本項に基づき行使価額が修正される場合、行使価額は、直前に行使価額

が修正された日（当日を含みます。）から起算して３取引日目の日の翌取引

日（以下「修正日」といいます。）に、①修正日に先立つ３連続取引日（以

下「価格算定期間」といいます。）の各取引日（但し、終値が存在しない日

を除きます。）において取引所が発表する当社普通株式の普通取引の終値の

単純平均値の97.5％に相当する金額の0.1円未満の端数を切り捨てた額、又

は②修正日の直前取引日（但し、終値が存在しない日を除きます。）におい

て取引所が発表する当社普通株式の普通取引の終値の 90％に相当する金額

の0.1円未満の端数を切り上げた額のいずれか高い金額（但し、当該金額が

下限行使価額を下回る場合、下限行使価額とします。）に修正されます。但

し、当該価格算定期間のいずれの取引日にも終値が存在しなかった場合に

は、行使価額の修正は行いません。また、いずれかの価格算定期間内に本新

株予約権の発行要項第 11 項の規定に基づく調整の原因となる事由が発生し

た場合には、当該価格算定期間の各取引日において取引所が発表する当社普

通株式の普通取引の終値は当該事由を勘案して調整されます。 

(７) 
募集又は割当て方法

（割当予定先） 

第三者割当の方法により、全ての本新株予約権を EVO FUND に割り当てま

す。 

(８) 権利行使期間 
2024年７月23日（当日を含みます。）から2025年７月22日（当日を含みま

す。）までとします。 

(９) その他 当社は、割当予定先との間で、金融商品取引法に基づく有価証券届出書によ
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る届出の効力発生後に、下記「３．資金調達方法の概要及び選択理由 (１)

資金調達方法の概要 ①行使コミット条項」に記載する行使コミット条項、

及び割当予定先が本新株予約権を譲渡する場合には当社取締役会による承認

を要すること等を規定する本買取契約を締結します。 

(注)資金調達の額は、本新株予約権の払込金額の総額に本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額を

合算した額から、本新株予約権の発行に係る諸費用の概算額を差し引いた金額です。行使価額が修正又は

調整された場合には、資金調達の額は増加又は減少する可能性があります。また、本新株予約権の行使期

間内に行使が行われない場合及び当社が取得した本新株予約権を消却した場合には、資金調達の額は変動

します。加えて、上記資金調達の額の計算に際して用いられている本新株予約権の行使に際して出資され

る財産の価額は、本新株予約権が全て当初行使価額で行使されたと仮定した場合の金額であり、実際の調

達金額は本新株予約権の行使時における市場環境により変化する可能性があります。 

 

※本新株予約権（コミット・イシュー）の特徴 

当社が本新株予約権の対象となる当社普通株式の予定株数（6,000,000 株）をあらかじめ定め、本新株予約

権の発行日の翌取引日以降、原則として 2024 年 10 月 31 日までの期間中に、割当予定先が必ず本新株予約権

の全てを行使する（全部コミット）手法です。かかる「全部コミット」が本新株予約権の特徴であり、その

概要は下記のとおりとなります。 

 

  第11回新株予約権 

発 行 数 60,000個 

発 行 価 額 の 総 額 1,020,000円 

行 使 価 額 の 総 額 1,339,200,000円（注） 

行 使 価 額 

①修正日に先立つ３連続取引日における終値平均値の97.5％に相

当する金額か、又は②修正日の直前取引日における終値の90％に

相当する金額のいずれか高い金額 

全 部 コ ミ ッ ト 
2024年10月31日までの期間における本新株予約権の発行数全て

の行使を原則コミット 

下 限 行 使 価 額 

114.5円 

（発行決議日直前取引日の取引所における当社普通株式の普通取

引の終値の50％に相当する金額） 

(注１)上記行使価額の総額は、当初行使価額で全ての本新株予約権が行使されたと仮定した場合の金額

であります。 

(注２)本新株予約権には取得条項が付されているため、将来的には、当社の選択により、本新株予約権

を取得・消却する可能性があります。 

 

２．募集の目的及び理由 

上記、「Ⅰ．株式会社エムの取得（子会社化）及び新たな事業の開始 ※事業開始の趣旨及び株式の取得の

理由」に記載の通り、当社グループにおいては、創業以来、積極的にM&Aや新規事業展開を推進し、多角的な

事業ポートフォリオを構築してまいりましたが、さらなる収益力強化や次世代に向けての施策として、引き続

きM&Aや新規事業展開を積極的に推進し、成長スピードを加速させることが不可欠であると考えております。 

本資金調達は、当社グループの新たな収益の柱となる運送事業及びデータセンター事業の設備投資資金並び

に運営資金、運送業務DX化システム開発費用、さらに今後のM&A資金を確保することを目的としております。

具体的には、下記「４. 調達する資金の額、使途及び支出予定時期（２）調達する資金の具体的な使途」に記

載の通りです。 

本資金調達により調達した資金を用いて運送事業及びデータセンター事業を推進し、かつ、積極的なM&Aを

行うことで、当社グループは、事業の持続的成長を図り、経営基盤を一層強化することが可能となると考えて
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おります。 

なお、M&A 資金につきまして、現時点において具体的に決定している M&A 案件はございませんが、検討の対

象となり得る個々のM&A案件の内容は多岐にわたっており、各案件の必要資金額や投資時期を事前に見通すこ

とは難しく、また、案件によっては複数の買主候補が存在する等により機動的な案件推進が求められるケース

も多いことから、必要な場合にはその機会を逸することなく機動的に資金を配分することが求められるため、

事前に資金を調達しておくものであります。仮に支出予定期間内にM&Aの実行に至らなかった場合においても、

M&A案件の探索・検討を継続する予定であり、現時点では資金使途自体の変更は予定しておりません。 

なお、将来において、当社グループの状況に変更が生じM&Aの推進を停止することとなった場合には、本資

金調達により調達した資金を、新サービスの立ち上げや拡大に必要な研究開発費や設備投資等に充当する可能

性があります。資金使途の変更を行う場合には速やかに開示いたします。 

本資金調達は、当社グループの中長期的な持続的事業成長及び財務戦略の柔軟性の更なる確保を可能とし、

将来の企業価値向上を実現するために実施するものであり、既存株主をはじめとするステークホルダーの利益

に資するものと考えております。 

また、本新株予約権による資金調達においては、割当予定先による行使の都度、段階的に調達が行われるこ

とになるため、調達の時期が不確定なものとなりますが、一方で 2024 年８月以降予定どおり事業を進捗させ

ていくために、下記に記載する本社債を割当予定先に対して発行することを決定いたしました。 

 

（無担保社債の概要） 

(１) 社 債 の 名 称 株式会社フォーサイド第１回無担保普通社債 

(２) 社 債 の 額面 総 額 

300,000,000円から、本新株予約権の発行日から下記(７)に定める本社

債の払込期日の前日までに行使された本新株予約権の行使に際して出資

された金銭の合計額に相当する金額を控除した金額（但し、7,500,000

円毎での控除とし、7,500,000円に満たない額は控除の対象としませ

ん。）とします。 

(３) 各社債の額面金額 7,500,000円 

(４) 利 率 なし 

(５) 払 込 金 額 額面100円につき100円 

(６) 償 還 金 額 額面100円につき100円 

(７) 払 込 期 日 2024年８月５日 

(８) 償 還 期 限 2024年10月31日 

(９) 償 還 の 方 法 等 

満期一括償還であり、以下のとおり繰上償還条項が規定されています。 
 

(1) 当社は、繰上償還を希望する日（以下「繰上償還日」といいま

す。）の５営業日前までに社債権者に書面で通知することによ

り、当該時点において未償還の本社債の全部又は一部を、繰上償

還日において、各社債の金額 100 円につき金 100 円で繰上償還す

ることができます。 

(2) 当社普通株式の東京証券取引所における普通取引の終値が 114.5

円以下となった場合、社債権者は、当該日以降いつでも、繰上償

還日の３営業日前までに当社に書面で通知することにより、当該

時点において未償還の本社債の全部又は一部を、繰上償還日にお

いて、各社債の金額 100 円につき金 100 円で繰上償還することを

請求することができます。 

(3) 本社債の払込期日以降に当社がエクイティ・ファイナンス（以下

に定義します。）を実施した場合、社債権者は、当該実施日以降

いつでも、繰上償還日の３営業日前までに当社に書面で通知する

ことにより、当該時点において未償還の本社債の全部又は一部
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を、繰上償還日において、各社債の金額 100 円につき金 100 円で

繰上償還することを請求することができます。 

「エクイティ・ファイナンス」とは、直接・間接を問わず、①当

社普通株式又は普通株式に転換若しくは交換できる証券の勧誘、

担保提供、発行、売付け、売却契約、購入オプションの付与、購

入権の付与、引受権の付与、貸付けその他の移転又は処分、②

デット・エクイティ・スワップ等の実行による当社普通株式の発

行又は当社普通株式の所有についての経済的結果の全部又は一部

を第三者に移転するスワップその他の取決め、又は③これらの各

行為やその計画に係る公表をいいます。但し、当社普通株式の株

式分割により当社が当社普通株式を発行又は交付する場合、当社

が社債権者又はその関係会社を相手方として上記各行為を行う場

合、当社が当社普通株式の無償割当を行う場合、会社法第 194 条

第 3 項に基づく自己株式の売渡し、当社のストックオプション制

度に基づき当社が当社の新株予約権を発行若しくは交付する場

合、当社の株式報酬制度に基づき当社が当社普通株式を発行若し

くは交付する場合、当社の発行に係る本新株予約権の行使に基づ

き当社が当社普通株式を発行又は交付する場合、その他適用法令

により必要となる場合についてはこれに含まれません。 

(4) 本新株予約権の全部又は一部が行使され、当該行使に伴い当社に

払い込まれた金銭の額の本新株予約権の発行日以降の累計額から

以前に当社が本号に基づき繰上償還した本社債の額面額を控除し

た額が本社債の金額（7,500,000 円）の整数倍以上となった場

合、当社は、当該整数分の本社債を、当該整数倍に達するだけの

金銭が払い込まれた日の翌取引日又は当社と社債権者が別途合意

する日を繰上償還日として、各社債の金額 100 円につき金 100 円

で繰上償還します。但し、本号に基づき繰上償還を行う場合、当

該繰上償還後の未償還の本社債の残額が 7,500,000 円に満たない

場合には、残存する全ての本社債を繰上償還するものとします。 

(10) 割 当 予 定 先 EVO FUND 

(11) 資 金 使 途 
データセンター開設資金、GPUサーバー購入資金、運送業務DX化シス

テム開発資金 

(12) そ の 他 

本社債の買取に係る契約において、以下のロックアップ及び先買権に係

る規定が定められます。 

 

※ロックアップ 

当社は、割当予定先による事前の書面による承諾を得ることなく、本

買取契約の締結日に始まり本社債が残存している間において、当社普

通株式又は当社普通株式に転換若しくは交換できる証券の勧誘、担保

提供、発行、売付け、売却契約、購入オプションの付与、購入権の付

与、引受権の付与、貸付けその他の移転又は処分を、直接又は間接に

行わず、またデット・エクイティ・スワップ等の実行による当社普通

株式の発行又は当社普通株式の所有についての経済的結果の全部又は

一部を第三者に移転するスワップその他の取決めを行わず、さらに当

社の指示により行為するいかなる者をしても上記の各行為を行わせな

いものとします。但し、上記の制限は、当社普通株式の株式分割によ

り当社が当社普通株式を発行又は交付する場合、当社が割当予定先又



9 
 

 

はその関係会社を相手方として上記各行為を行う場合、当社普通株式

の無償割当を行う場合、会社法第 194 条第３項に基づく自己株式の売

渡し、当社のストックオプション制度に基づき当社が当社の新株予約

権を発行若しくは交付する場合、当社の株式報酬制度に基づき当社が

当社普通株式を発行若しくは交付する場合、本新株予約権を発行する

場合若しくは、本新株予約権の行使に基づき当社が当社普通株式を発

行又は交付する場合及び、その他適用法令により必要となる場合につ

いては適用されません。 

 

※先買権 

当社は、本買取契約の締結日に始まり本社債が残存している間におい

て、株式、新株予約権又は新株予約権付社債等（以下「本追加新株式

等」といいます。）を発行又は交付（以下「本追加新株式発行等」とい

います。）しようとする場合には、次の各号を遵守しなければならない

ものとします。 

(a) 当社は割当予定先に対し、追加新株式発行等を決議すべき取締役

会の開催日の３週間前までに、その予定に係る主要な条件・内容

（本追加新株式等の種類、価額、数量、払込期日、引受契約の条

件、引受予定先の名称・所在地を含みますが、これに限られませ

ん。以下同じです。）を記載した書面（以下「本通知書」といい

ます。）を交付しなければなりません。 

(b) 割当予定先は、本通知書を受領後１週間以内に、本通知書に記載

された条件・内容により、本追加新株式等を引受けることを希望

する旨を記載した書面（以下「応諾通知」といいます。）を当社

に交付することにより、本追加新株式等を本通知書に記載された

条件・内容（但し、軽微な条件・内容の変更及び当社に有利な条

件・内容の変更は除きます。）により引受けることができます。 

(c) 当社は、上記(b)に従い応諾通知を受領しなかった場合のみ、本

通知書に記載された条件・内容に従い、本通知書に記載された引

受予定先に対してのみ、本追加新株式発行等を決議することがで

きます。疑義を避けるために付言すると、当該本追加新株式発行

等が前項に定める割当予定先又は EVOLUTION JAPAN 証券株式会社

（以下「EJS」といいます。）の承諾を要するものである場合に

は、当該決議に先立ち割当予定先又は EJS の書面による承諾を要

します。 

(d) 当社は本追加新株式発行等を決議したときは直ちに適用法令に従

い開示するものとします。 

上記の定めは、次の各号の場合には適用されないものとします。 

(a) ストックオプション目的により、当社の役職員又はコンサルタン

ト若しくはアドバイザーに対して、新株予約権を付与し、又は株

式報酬制度に基づき普通株式を発行若しくは交付（上記ストック

オプション目的により付与された新株予約権の行使に基づくもの

を除きます。）する場合において、当社の取締役会によって適法

に承認された資本政策に従っており、かつその発行規模が発行済

株式総数の５％未満の場合（本買取契約の締結日における株式数

を基準に判断されます。） 

(b) 開示書類に記載された既発行の株式（種類株式等で普通株式への
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転換請求権等を付与されているものを含みます。）、新株予約権又

は新株予約権付社債等の行使又は転換の場合において、当該行使

又は転換が開示書類に記載された条件から変更又は修正されず

に、当該条件に従って行われるとき 

(c) 上記の他、当社と割当予定先が、別途上記の先買権の対象外とす

る旨を書面により合意したとき 

 

３．資金調達方法の概要及び選択理由 

(１)資金調達方法の概要 

今回の資金調達は、当社が、EVO FUNDを割当先として本新株予約権を割り当て、その行使が行われることに

よって当社の資本が増加する仕組みとなっております。 

当社は、本新株予約権について、割当予定先との間で、本新株予約権の募集に係る有価証券届出書による届

出の効力発生後に、下記の内容を含む本買取契約を締結する予定です。なお、本社債の設計として、本新株予

約権の行使に伴い払い込まれる金額が累計7,500,000円に達する毎に繰上償還請求がなされる仕組みとなって

おり、当社は、かかる本新株予約権の行使に伴って払い込まれる金額をもって、本社債の繰上償還を行ってい

くこととなります。したがって、本新株予約権の行使に伴って払い込まれる金額が累計３億円に達するまでは、

本新株予約権の行使に伴って払い込まれる金額は原則として全て本社債の償還に充当されることとなります。 

 

① 行使コミット条項 

＜コミット条項＞ 

割当予定先は、本新株予約権の払込期日の翌取引日（当日を含みます。）から、原則として2024年10月

31日（当日を含みます。）までの期間（以下「全部コミット期間」といいます。）に、割当予定先が保有す

る本新株予約権の全てを行使することを約します。 

かかる全部コミットが存在することで、当社は本件による資金調達の確実性を高めることができます。 

他方で、全部コミット期間内のいずれかの取引日において、以下に定めるコミット期間延長事由が発生

した場合には、下記のとおり、全部コミット期間は延長されることとなります。 

全部コミット期間内のいずれかの取引日において、①取引所の発表する当社普通株式の終値が当該取引

日において適用のある本新株予約権の下限行使価額の110％以下となった場合、②当社普通株式が取引所に

より監理銘柄若しくは整理銘柄に指定されている場合、③取引所において当社普通株式の普通取引が終日行

われなかった場合（取引所において取引約定が全くない場合）、④当社普通株式の普通取引が取引所の定め

る株券の呼値の制限値幅の下限（ストップ安）のまま終了した場合（取引所における当社普通株式の普通取

引が比例配分（ストップ配分）で確定したか否かにかかわらないものとします。）、又は⑤その他、割当予

定先の事情に起因する場合を除き、何らかの理由で本新株予約権の行使ができない場合（以下、上記①乃至

⑤の事象を総称して、「コミット期間延長事由」といいます。）には、コミット期間延長事由が１回発生す

る毎に、全部コミット期間は１取引日ずつ延長されます（但し、かかる延長は合計20取引日を上限としま

す。）。 

なお、全部コミット期間について、上記の延長は、１取引日につき１回に限られ、同一の取引日におい

て複数のコミット期間延長事由が生じた場合であっても、当該コミット期間延長事由に伴う延長は１回のみ

となります。 

＜コミット条項の消滅＞ 

全部コミット期間中において、コミット期間延長事由の発生に伴う全部コミット期間の延長が20回を超

えて発生した場合には、割当予定先の全部コミットに係る義務は消滅します。但し、割当予定先は、全部コ

ミットに係る義務の消滅後も、その自由な裁量により任意の数の本新株予約権を行使することができ、割当

予定先は、本新株予約権を全部行使するように努力します。 

② 行使価額の修正 

本新株予約権の行使価額は、2024年７月23日に初回の修正がされ、以後３取引日が経過する毎に修正さ

れます。この場合、行使価額は、修正日に、①価格算定期間の各取引日（但し、終値が存在しない日を除き
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ます。）において取引所が発表する当社普通株式の普通取引の終値の単純平均値の97.5％に相当する金額の

0.1円未満の端数を切り捨てた額、又は②修正日の直前取引日（但し、終値が存在しない日を除きます。）に

おいて取引所が発表する当社普通株式の普通取引の終値の90％に相当する金額の0.1円未満の端数を切り上

げた額のいずれか高い金額（但し、当該金額が本新株予約権に係る下限行使価額を下回る場合には当該下限

行使価額が修正後の行使価額となります。）に修正されます。但し、当該価格算定期間のいずれの取引日に

も終値が存在しなかった場合には、行使価額の修正は行いません。 

下限行使価額は当初114.5円（発行決議日前取引日の取引所における当社普通株式の普通取引の終値の

50％に相当する金額の0.1円未満を切り上げた額）ですが、本新株予約権の発行要項第11項に定める行使価

額の調整の規定を準用して調整されます。下限行使価額の水準については、割当予定先の投資家としての収

益確保と、当社として資金調達額の最大化を図るという要素を割当予定先と当社間で議論の上決定したもの

であります。 

③ 全部コミット終了後の本新株予約権の指定売却先への売却 

上記①に記載の全部コミットに係る割当予定先の義務が消滅した日以降、本新株予約権につき、当社が

指定する者（以下「指定売却先」といいます。）が売却先となることを希望する場合、割当予定先は、当該

指定売却先に本新株予約権を本新株予約権１個当たり払込金額と同額（対象となる本新株予約権の個数を乗

じて1円未満の端数が生じたときはこれを四捨五入します。）で売却することとなります。 

 

(２)資金調達方法の選択理由 

上記「２．募集の目的及び理由」に記載した資金使途の目的に適う資金調達の方法を検討していましたとこ

ろ、EJS（住所：東京都千代田区紀尾井町４番１号、代表取締役社長：ショーン・ローソン）から本新株予約

権及び本社債の発行による資金調達手法である本スキームの提案を受けました。同社より提案を受けた本ス

キームは、株価に対する一時的な影響を抑制しつつ資金調達をすることができます。また、全体として、当社

の当面の資金需要を満たす資金を比較的早期にかつ相当程度高い蓋然性をもって調達できる設計となっている

ため、当社のニーズに合致していると考えており、当社の今後の成長にとって最善であると判断しております。

また、当社は、下記「(３)本スキームの特徴」に記載の本スキームのメリット及びデメリット並びに「(４)他

の資金調達方法」に記載の他の資金調達方法について検討し、これらの検討結果として、本スキームが、下記

「４．調達する資金の額、使途及び支出予定時期 (２)調達する資金の具体的な使途」に記載した各資金使途

に必要となる資金を、一定の期間において高い蓋然性にて調達できることから、総合的な判断により本スキー

ムを採用することを決定しました。 

 

(３)本スキームの特徴 

本スキームによる資金調達には、以下のようなメリット及びデメリットがあります。 

[メリット] 

① 短期間における確実性の高い資金調達 

本新株予約権（対象となる普通株式数6,000,000株）は、コミット期間延長事由が発生しない場合、2024

年10月31日までに全部行使（全部コミット）される旨が、本買取契約において定められています。かか

るコミットにより行使の蓋然性は高く、短期間に資金調達を行うことのできる可能性が高いものとなり

ます。 

② 最大交付株式数の限定 

本新株予約権の目的である当社普通株式数は合計6,000,000株で固定されており、株価動向にかかわらず、

最大交付株式数が限定されております。そのため、希薄化率が当初予定より増加することはありません。 

③ 株価上昇時の調達額増額 

本新株予約権は株価に連動して行使価額が修正されるため、株価が上昇した場合に資金調達額が増額さ

れます。 

④ 早期必要資金の確保 

本新株予約権に加えて本社債を発行することにより、本社債の発行金額の範囲で、発行当初時点におけ

る即時の資金調達が可能となります。 
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⑤ 株価への影響の軽減 

本新株予約権には下限行使価額が設定されており、修正後の行使価額が下限行使価額を下回る価額に修

正されることはなく、株価が下限行使価額を下回る等の株価低迷の局面において、更なる株価低迷を招

き得る当社普通株式の供給が過剰となる事態が回避されるように配慮した設計となっております。 

 

[デメリット] 

① 当初に満額の資金調達ができないこと 

新株予約権の特徴として、新株予約権者による権利行使があって初めて、行使価額に行使の対象となる

株式数を乗じた金額の資金調達がなされます。そのため、本新株予約権の発行当初に満額の資金調達が

行われるわけではありません。 

② 株価低迷時に、資金調達額が減少する可能性 

本新株予約権の行使期間中、株価が長期的に発行決議日時点の株価を下回り推移する状況では、発行決

議日時点の株価に基づき想定される金額を下回る資金調達となる可能性があります。また、株価が下限

行使価額の110％を下回る場合には行使が進まない可能性があります。 

③ 割当予定先が当社普通株式を市場売却することにより当社株価が下落する可能性 

割当予定先の当社普通株式に対する保有方針は短期保有目的であることから、割当予定先が本新株予約

権を行使して取得した株式を市場で売却する可能性があります。かかる当社普通株式の売却により当社

株価が下落する可能性があります。 

④ 不特定多数の新投資家へのアクセスの限界 

第三者割当方式という当社と割当予定先のみの契約であるため、不特定多数の新投資家から資金調達を

募ることによるメリットは享受できません。 

 

(４)他の資金調達方法 

① 新株式発行による増資 

(a)公募増資 

公募増資による新株発行は、一度に資金調達が可能となるものの、時価総額や株式の流動性によって調

達金額に限界があり、当社の時価総額や株式の流動性を勘案すると必要額の調達が困難であると考えら

れます。また、公募増資の場合には検討や準備等にかかる時間も長く、公募増資を実施できるかどうか

もその時点での株価動向や市場全体の動向に大きく左右され、一度実施のタイミングを逃すと決算発表

や半期報告書及び有価証券報告書の提出期限との関係で最低でも数ヶ月程度は後ろ倒しになることから

柔軟性が低く、資金調達の機動性という観点からは今回のスキームの方がメリットが大きいと考えてお

ります。加えて、現時点での当社の業績動向や財務状況等に照らした場合には、当社普通株式の引受け

を行う証券会社を見つけることは困難と考えられます。これらの点を考慮の上、公募増資は今回の資金

調達方法として適当ではないと判断いたしました。 

(b)株主割当増資 

株主割当増資では、資力等の問題から割当先である株主の応募率が不透明であり、また実務上も近時に

おいて実施された事例が乏しく、当社としてもどの程度の金額の資金の調達が可能なのかの目処を立て

ることが非常に困難であります。これらの点を考慮の上、株主割当増資は今回の資金調達方法として適

当でないと判断いたしました。 

(c)新株式の第三者割当増資 

第三者割当増資による新株式発行は、資金調達が一度に可能となるものの、同時に将来の１株当たり利

益の希薄化が即時に生じるため、株価に対して直接的な影響を与える可能性があります。また、現時点

では適当な割当先が存在しません。 

② CB 

CBは発行時点で必要額全額を確実に調達できるというメリットがありますが、発行後に転換が進まない

場合には、当社の負債額を全体として増加させることとなり当社の借入余力に悪影響を及ぼすとともに、

償還時点で多額の資金が将来的に必要となるところ現時点でかかる資金を確保できるかが不透明である
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ため、今回の資金調達方法として適当でないと判断いたしました。また、MSCBは相対的に転換の速度が

速い傾向にあるものの、転換により交付される株数が行使価額に応じて決定されるという構造上、転換

の完了までに転換により交付される株式総数が確定しないため、株価に対する直接的な影響が大きく株

主の皆様へのデメリットが大きいと考えられます。かかるデメリットを考慮した結果、当社としては必

要額を確実に調達することよりも、希薄化を抑えた上で不足額が生じた場合には当該不足額を別の方法

で調達することが株主の皆様の利益になると考え、MSCBも今回の資金調達方法として適当でないと判断

いたしました。 

③ 行使価額が固定された新株予約権 

行使価額が修正されない新株予約権は、株価上昇時にその上昇メリットを当社が享受できず、一方で株

価下落時には行使が進まず資金調達が困難となるため、資金調達の確実性は本スキームと比較して低い

と考えられます。また、当社の株価のボラティリティを考えると、現時点において適切な行使価額を設

定することは難しいと考えております。そのため、今回の資金調達方法として適当でないと判断いたし

ました。 

④ 新株予約権無償割当による増資（ライツ・イシュー） 

株主全員に新株予約権を無償で割り当てることによる増資、いわゆるライツ・イシューには当社が金融

商品取引業者と元引受契約を締結するコミットメント型ライツ・イシューと、当社が金融商品取引業者

との元引受契約を締結せず新株予約権の行使は株主の決定に委ねられるノンコミットメント型ライツ・

イシューがありますが、コミットメント型ライツ・イシューについては国内で実施された実績が乏しく、

資金調達手法としてまだ成熟が進んでいない段階にある一方で、引受手数料等のコストが増大すること

が予想される点や時価総額や株式の流動性による調達額の限界がある点等、適切な資金調達手段ではな

い可能性があり、また、ノンコミットメント型ライツ・イシューでは、既存投資家の参加率が不透明で

あることによる資金調達の蓋然性確保の観点から、いずれも今回の資金調達方法として適当でないと判

断いたしました。 

⑤ 借入・社債・劣後債による資金調達 

借入、社債又は劣後債による資金調達では、調達額が全額負債となるため、財務健全性が低下し、今後

の借入余地が縮小する可能性があることから、今回は必要調達額の全額を借入、社債又は劣後債により

調達する形ではなく、財務健全性や今後の借入余地とのバランスを勘案しながら本社債と本新株予約権

の発行を組み合わせた資金調達を行うことが適当と判断いたしました。なお、上記「(１)資金調達方法

の概要」に記載のとおり、当社は、本新株予約権の行使により調達した資金を本社債への償還金として

優先的に充当する予定であることから、本社債の発行手取金は本新株予約権の行使による資金調達まで

のつなぎ資金の性質を有しております。 

 

４．調達する資金の額、使途及び支出予定時期 

(１)調達する資金の額（差引手取概算額） 

① 払込金額の総額 1,340,220,000円 

 本新株予約権の払込金額の総額 1,020,000円 

本新株予約権の行使に際して出資される財産の額 1,339,200,000円 

② 発行諸費用の概算額 5,000,000円 

③ 差引手取概算額 1,335,220,000円 

(注)１．上記払込金額の総額は、本新株予約権の払込金額の総額に本新株予約権の行使に際して出資される財

産の額を合算した金額であります。 

２．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の合計額は、当初行使価額で全ての本新株予約

権が行使されたと仮定した場合の金額であります。行使価額が修正又は調整された場合には、払込

金額の総額及び本新株予約権の行使に際して出資される財産の額並びに差引手取概算額は増加又は

減少する可能性があります。また、本新株予約権の権利行使期間内に行使が行われない場合及び当

社が取得した本新株予約権を消却した場合には、本新株予約権の行使に際して出資される財産の額

並びに差引手取概算額は減少する可能性があります。 
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３．発行諸費用の概算額の内訳は、本新株予約権の発行に関する弁護士費用、評価算定費用等の合計額

であります。 

４．発行諸費用の概算額には、消費税及び地方消費税は含まれておりません。 

 

(２)調達する資金の具体的な使途 

本新株予約権の発行及び割当予定先による本新株予約権の行使によって調達する資金の額は、上記のとおり

合計1,335,220,000円となる予定であり、調達する資金の具体的な使途については、以下のとおり予定してい

ます。 

 

具体的な使途 
金額 

（百万円） 
支出予定時期 

① 株式会社エム買収資金 22 2024年８月 

② データセンター開設資金 16 2024年８月～2024年12月 

③ GPUサーバー購入資金 220 2024年８月～2024年12月 

④ 運送業務DX化システム開発資金 72 2024年８月～2025年７月 

⑤ M&A資金 1,005 2024年10月～2025年７月 

合計 1,335 ― 

(注)１．調達資金は株式会社エム買収資金、データセンター開設資金、GPUサーバー購入代金、運送業務DX化

システム開発資金、M&A資金の順に優先的に充当する予定です。 

２．本新株予約権の行使価額は修正又は調整される可能性があり、また割当予定先は本買取契約におい

て本新株予約権の発行日の翌取引日以降、原則として2024年10月31日までの期間に全ての本新株予

約権を行使することをコミット（全部コミット）していますが、かかる全部コミットは本新株予約

権の発行日の翌取引日以降にコミット期間延長事由に伴う全部コミット期間の延長が20回を超えて

発生した場合には消滅するものとされていることから、実際に調達できる資金の額及びその支出時

期と現時点において想定している調達資金の額及び支出予定時期との間に差異が生じる可能性があ

ります。調達資金が大きく不足した場合には、追加での資金調達についても検討し、実施について

適切に判断してまいります。なお、上記の資金使途に充当するまでの間、当該資金は銀行預金で保

管する予定です。 

 

調達資金の使途の詳細は以下のとおりです。 

 

① 株式会社エム買収資金 

当社グループは新たな収益源の柱のひとつとして、運送業界における勤怠管理・運行管理・法定書

類作成業務のDX化、荷主と運送業者との最適マッチングを通じた積載効率の向上、請求書発行などの

バックオフィス業務のDX化等を実現するシステムの開発を開始いたします。これに伴い、物流事業に

関連するデータの収集やノウハウの蓄積を目的として、一般貨物自動車運送事業及び貨物利用運送事

業を行う株式会社エムを完全子会社化いたします。 

株式会社エムの完全子会社化に係る株式取得費用として、2024年８月に、株式取得に要する資金20

百万円及びアドバイザリー費用２百万円の支出を予定しております。なお、株式の取得価額について

は、公平性・妥当性を確保するため、独立した第三者機関であるブルーリーフパートナーズ株式会社

による算定結果を基に、株式取得の相手先との協議により決定しています。 

なお、本新株予約権による資金調達においては、割当予定先による行使の都度、段階的に調達が行

われることになるため、調達の時期が不確定なものとなることから、株式取得費用及びアドバイザ

リー費用の支出時点における調達額が想定を下回った場合には、一時的に手元の資金から不足分を充

当し、その後の本新株予約権の行使に伴う調達金額を、当該支出分に充当する予定です。 

 

② データセンター開設資金 

データセンター事業の開始に伴い、既存データセンター内のレンタルスペースに弊社サーバーを設

置するための費用及びGPUサーバー設置用コンテナの購入代金並びにコンテナを設置する土地を賃借
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するための初期費用として、2024年８月から2024年12月にかけて16百万円を充当する予定です。な

お、本事業は、AI関連事業を行う当社子会社である、株式会社AI Tech Solutionsにて行う予定であ

り、当社グループにおける新たな柱となる事業として、収益基盤の拡大を目指してまいります。 

 

③ GPUサーバー購入資金 

新たに開設するデータセンターに設置する高性能GPUサーバーの購入代金として、2024年８月から

2024年12月にかけて220百万円を充当する予定です。 

 

④ 運送業務DX化システム開発資金 

2025年７月までに開発を予定している、運送業界における勤怠管理・運行管理・法定書類作成業務

のDX、荷主と運送業者とのマッチング支援機能を搭載したシステムの開発資金として、2024年８月か

ら2025年７月にかけて72百万円を充当する予定です。 

 

⑤ M&A資金 

当社グループは、経営成績と企業価値のさらなる向上のため、事業規模の拡大が必要不可欠である

との認識のもと、積極的に M&A や新規事業展開を推進しております。とりわけ 2024 年２月より行っ

ております AI 関連事業の拡大のため、当該事業とシナジーを発揮できる投資対効果の高い M&A 案件

を積極的に検討しており、具体的には、SES（System Engineering Service）を行っている会社や生

成 AI 技術を活用することで事業効率を向上させることが期待できる事業を行っている会社をター

ゲットとしております。 

現時点においては、具体的に交渉を進めている対象会社はありませんが、上記のようなM&A案件に

ついて、常に多くの情報を多方面から入手し、随時検討を行っております。今後、当社グループの中

長期的成長にとって有効なM&A案件が発生した際には、その投資機会を逸することなく、かつ交渉を

有利に進める観点からも、予め一定の資金を確保する手立てを講じておくことは必要不可欠であると

考えております。 

従いまして、本新株予約権の権利行使による調達資金のうち 1,005 百万円については、2024 年 10

月から 2025 年７月にかけて M&A に要する費用に充当する予定です。なお、不足分は自己資金を充当

する予定であります。M&A 案件が成立・確定した場合または事実上決定した場合には、速やかに開示

いたします。 

また、仮に支出予定期間内に具体的な案件についてM&Aの実行に至らなかった場合においても、引

き続き投資対象となる案件を精査し、M&Aの検討を継続する予定です。 

 

なお、資金使途を変更する可能性は現時点ではありませんが、変更時は速やかに開示いたします。 

 

５．資金使途の合理性に関する考え方 

当社は、上記「２．募集の目的及び理由」に記載のとおり、本資金調達により調達する資金を、上記「４．

調達する資金の額、使途及び支出予定時期（２)調達する資金の具体的な使途」に記載の資金使途に充当する

ことで、今後の成長分野への投資を実現していく予定です。よって、当該資金使途は、当社の企業価値の向上

を実現するためのものであり、中長期的な業績の拡大に寄与するものと考えており、本新株予約権による資金

調達の資金使途については当社の既存株主の皆様の利益に資する合理性があるものと考えております。 

 

６．発行条件等の合理性 

(１)発行条件が合理的であると判断した根拠及びその具体的内容 

当社は、本新株予約権の発行要項及び割当予定先との間で締結する本買取契約に定められた諸条件を考慮し

た本新株予約権の価値評価を第三者算定機関である茄子評価株式会社（住所：東京都港区麻布十番一丁目２番

７号 ラフィネ麻布十番701号、代表者：那須川 進一）（以下「茄子評価」といいます。）に依頼しました。

茄子評価と当社及び割当予定先との間には、重要な利害関係はありません。 
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茄子評価は、本新株予約権の発行要項等に定められた諸条件及び割当予定先との間で締結する予定の本買取

契約に定められたその他の諸条件を相対的に適切に算定結果に反映できる価格算定モデルとして、一般的な価

格算定モデルのうちモンテカルロ・シミュレーションを基礎として、評価基準日（2024年７月４日）の市場

環境や割当予定先の権利行使行動等を考慮した一定の前提（当社の株価（229円）、配当額（０円）、無リス

ク利子率（0.17％）、当社株式の株価変動性（6.95％）及び市場出来高、割当予定先が行使コミット条項に基

づく権利行使を完了するように権利行使期間にわたり一定数量の本新株予約権の権利行使を行うこと、割当予

定先の本新株予約権行使及び株式売却の際に負担する株式処分コスト及び本新株予約権の発行コストが発生す

ること等）を置き、本新株予約権の評価を実施しています。 

当社は、当該算定機関が上記前提条件を基に算定した評価額を参考に、割当予定先との間での協議を経て、

本新株予約権１個の払込金額を当該評価額と同額の17円としています。また、本新株予約権の行使価額は当

初、行使価額の修正における計算方法に準じて、2024年７月４日の取引所における当社普通株式の普通取引

の終値の97.5％としました。 

本新株予約権の発行価額及び行使価額の決定にあたっては、当該算定機関が公正な評価額に影響を及ぼす可

能性のある事象を前提として考慮し、新株予約権の評価額の算定手法として一般的に用いられているモンテカ

ルロ・シミュレーションを用いて公正価値を算定していることから、当該算定機関の算定結果は合理的な公正

価格であると考えられるところ、払込金額が算定結果である評価額と同額で、割当予定先との間での協議を経

て決定されているため、本新株予約権の発行価額は有利発行には該当せず、適正かつ妥当な価額であると判断

いたしました。また、当社監査等委員会から、本新株予約権の発行条件は、第三者算定機関が当社と継続した

取引関係になく、割当予定先からも独立した立場にあるため、その選定が妥当であること、発行価額が当該第

三者算定機関によって算出された当該評価額と同額であること、並びに当該第三者算定機関の計算方法及び前

提条件に不合理な点が認められないことから、割当予定先に特に有利な金額での発行に該当せず、適法である

旨の意見を得ております。 

 

(２)発行数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠 

本新株予約権が全て行使された場合に交付される株式数は 6,000,000 株（議決権数 60,000 個）であり、

2023 年 12 月 31 日時点の当社発行済株式総数37,687,704 株及び議決権数371,862 個を分母とする希薄化率は

15.92％（議決権ベースの希薄化率は 16.14％）に相当します。そのため、本新株予約権の発行により、当社

普通株式に一定程度の希薄化が生じることになります。 

しかしながら、当社は、本新株予約権による資金調達により調達した資金を上記「４．調達する資金の額、

使途及び支出予定時期 (２)調達する資金の具体的な使途」に記載した各資金使途に充当する予定であり、こ

れは当社の企業価値の向上を実現し、中長期的な業績の拡大に寄与するものであって、中長期的な観点から当

社の既存株主の皆様の利益に貢献できるものと考えております。また、当社普通株式の過去６ヶ月における１

日当たり平均出来高は5,712,538株であって、行使可能期間において円滑に市場で売却できるだけの十分な流

動性を有しております。したがって、本新株予約権による資金調達に係る当社普通株式の希薄化の規模は、市

場に過度の影響を与える規模ではなく、株主価値向上の観点からも合理的であると判断しております。 
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７．割当予定先の選定理由等 

(１)割当予定先の概要 

(a) 名 称 
EVO FUND 

（エボ ファンド） 

(b) 所 在 地 

c/o Intertrust Corporate Services (Cayman) Limited  

One Nexus Way, Camana Bay, Grand Cayman KY1-9005,  

Cayman Islands 

(c) 設 立 根 拠 等 ケイマン諸島法に基づく免税有限責任会社 

(d) 組 成 目 的 投資目的 

(e) 組 成 日 2006年12月 

(f) 
出 資 の 総 額 

（2024年４月30日現在） 

払込資本金：１米ドル 

純資産：約78.5百万米ドル 

(g) 
出 資 者 ・ 出 資 比 率 

・ 出 資 者 の 概 要 

議決権：100％ Evolution Japan Group Holding Inc. 

（Evolution Japan Group Holding Inc.の議決権は間接的に100％マイケル・

ラーチが保有） 

(h) 
代 表 者 の 

役 職 ・ 氏 名 

代表取締役 マイケル・ラーチ 

代表取締役 リチャード・チゾム 

(i) 国 内 代 理 人 の 概 要 

名称 EVOLUTION JAPAN証券株式会社 

所在地 東京都千代田区紀尾井町４番１号 

代表者の役職・氏名 代表取締役社長 ショーン・ローソン 

事業内容 金融商品取引業 

資本金 ９億9,405万8,875円 

(j) 
上 場 会 社 と 当 該 

ファンドとの間の関係 

当 社 と 当 該 フ ァ ン ド と の 間 の 関 係 該当事項はありません。 

当社と当該ファンド代表者との間の関係 該当事項はありません。 

当 社 と 国 内 代 理 人 と の 間 の 関 係 該当事項はありません。 

(注)割当予定先の概要の欄は、別途記載のある場合を除き、本日現在におけるものです。 

※当社は、EJS により紹介された割当予定先並びに間接的にその持分の 100％を出資しており、かつ役員

であるマイケル・ラーチ氏、及び割当予定先の役員であるリチャード・チゾム氏について、反社会的勢

力等と何らかの関係を有していないか、過去の新聞記事やWEB等のメディア掲載情報を検索することによ

り、割当予定先が反社会的勢力でない旨を確認いたしました。また、割当予定先からは、反社会的勢力

との間において一切の関係がない旨の誓約書の提出を受けております。 

さらに慎重を期すため、企業調査、信用調査を始めとする各種調査を専門とする第三者調査機関であ

る株式会社東京エス・アール・シー（住所：東京都目黒区上目黒四丁目 26 番４号、代表取締役：中村勝

彦）に割当予定先並びに間接的にその持分の 100％を出資しており、かつ役員であるマイケル・ラーチ氏、

及び割当予定先の役員であるリチャード・チゾム氏について調査を依頼しました。そして、同社の保有

するデータベースとの照合等による調査を行った結果、2024 年６月 17 日、割当予定先、その出資者及び

役員に関する反社会的勢力等の関与事実がない旨の報告書を受領いたしました。 

以上から総合的に判断し、当社は割当予定先、その出資者及び役員については、反社会的勢力との関

係がないものと判断し、割当予定先、その出資者及び役員が反社会的勢力と関係がないことを示す確認

書を取引所に提出しております。 

 

(２)割当予定先を選定した理由 

当社は、上記「２．募集の目的及び理由」に記載したとおり、「４．調達する資金の額、使途及び支出予

定時期 (２)調達する資金の具体的な使途」に記載した各資金使途に充当するための機動的かつ確実な資

金調達方法について、複数検討してまいりました。 

そのような中で、EJS から本新株予約権及び本社債による資金調達に関する提案を受けました。同時期に

他の金融機関等から提案を受けた資金調達手法の内容を考慮しつつ、当社内において協議・比較検討した
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結果、本スキームが、当社の必要とする資金を高い蓋然性をもって調達できるとともに、株価に対する一

時的な影響を抑制しつつ既存株主への過度な影響を及ぼさずに資金調達ができる点において、有効な資金

調達手段であると判断いたしました。また、前述の本スキームのメリット・デメリットを勘案の上、割当

予定先と協議した結果、既存株主の株式価値希薄化への配慮から、本スキームによる資金調達方法が最良

の選択肢であり、同様のスキームによる投資実績を有していること等から、EVO FUND が割当予定先として

適当であるとの結論に至ったため、本新株予約権の割当予定先としてEVO FUNDを選定いたしました。 

割当予定先は、上場株式への投資を目的として2006年12月に設立されたファンド（ケイマン諸島法に基

づく免税有限責任会社）であります。これまでの投資実績として、複数の第三者割当の方法による新株予

約権増資案件において、本新株予約権と同様の手法を用いて、割り当てられた新株予約権の全てを行使し、

上場会社の資金調達に寄与した案件が複数あります。割当予定先は、マイケル・ラーチ氏以外の出資者は

おらず、割当予定先の運用資金は取引先であるプライム・ブローカーからの短期的な借入れを除き、全額

自己資金であります。 

割当予定先の関連会社であるEJSが、関連企業の買受けのあっせん業の一環として今回の資金調達のアレ

ンジャー業務を担当しました。EJS は英国領ヴァージン諸島に所在するタイガー・イン・エンタープライ

ズ・リミテッド（住所：Craigmuir Chambers, PO Box 71, Road Town, Tortola VG1110, British Virgin 

Islands、代表取締役：マイケル・ラーチ、リチャード・チゾム）の100％子会社であります。 

(注)本新株予約権に係る割当は、日本証券業協会会員である EJS のあっせんを受けて、割当予定先に対し

て行われるものであり、日本証券業協会の定める「第三者割当増資等の取扱いに関する規則」（自主

規制規則）の適用を受けて募集が行われるものです。 

 

(３)割当予定先の保有方針及び行使制限措置 

割当予定先は、純投資を目的としており、本新株予約権の行使により取得する当社普通株式を原則として

長期間保有する意思を有しておらず、出資者に対する運用責任を遂行する立場から、保有先の株価推移に

より適宜判断の上、本新株予約権の行使により交付を受けることとなる当社普通株式につきましては、基

本的にマーケットへの影響を勘案しながら市場内で売却するものの、ブロックトレード相手が見つかった

場合には市場外で直接売却していく方針である旨、割当予定先の真の保有株式数を不明確にするような取

引（例えば、本新株予約権の行使期間中において金融機関や機関投資家とのスワップ取引等を行う行為）

を行わない旨、及び本新株予約権をプライム・ブローカー等の金融機関に対して譲渡する予定はない旨を

口頭にて確認しております。 

また、当社と割当予定先は、下記の内容を含む本買取契約を締結する予定です。 

ア．当社は、取引所の定める有価証券上場規程第434条第１項及び同施行規則第436条第１項乃至第５

項の定めに基づき、原則として、単一暦月中に割当予定先が本新株予約権を行使することにより

取得される株式数が、本新株予約権の払込日時点における上場株式数の10％を超える場合には、

当社は当該10％を超える部分に係る本新株予約権の行使（以下「制限超過行使」といいます。）

を行わせないこと。 

イ．割当予定先は、以下のいずれかの期間又は場合を除き、制限超過行使に該当する本新株予約権の

行使を行わないことに同意し、本新株予約権の行使にあたっては、あらかじめ当社に対し、当該

本新株予約権の行使が制限超過行使に該当しないかについて確認を行うこと。 

(a) 本新株予約権の行使により交付される株券及びこれと同一の銘柄の株券（以下「対象株券等」

といいます。）が上場廃止となる合併、株式交換又は株式移転等（以下「合併等」といいま

す。）が行われることが公表された時から、当該合併等がなされた時又は当該合併等がなさ

れないことが公表された時までの間 

(b) 当社に対して公開買付けの公告がなされた時から、当該公開買付けが終了した時又は中止さ

れることが公表された時までの間 

(c) 取引所金融商品市場において対象株券等が監理銘柄又は整理銘柄に指定された時から当該指

定が解除されるまでの間 

(d) 本新株予約権の行使価額が発行決議日の取引所金融商品市場の売買立会における対象株券等
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の終値（但し、株式の分割、併合又は無償割当が行われた場合には公正かつ合理的な調整を

行います。）以上の場合 

ウ．割当予定先は、本新株予約権を譲渡する場合、あらかじめ譲渡先となる者に対して、当社との間

で制限超過行使に係る義務を負うことを約束させ、また譲渡先となる者がさらに第三者に譲渡す

る場合にも当社に対して同様の義務を承継すべき旨を約束させること。 

さらに、本買取契約において、本新株予約権の譲渡の際に当社取締役会の承認が必要である旨が定められ

る予定です。譲渡が行われることとなった場合には、当社の取締役会による承認に先立ち、当社は、譲受

先の本人確認、反社会的勢力でないことの確認、払込みに要する資金等の状況の確認、及び譲受先の保有

方針の確認を行います。また、譲渡が行われた場合、当社は当該事実を開示いたします。 

 

(４)割当予定先の払込みに要する財産の存在について確認した内容 

割当予定先の保有財産の裏付けとなる複数のプライム・ブローカーの 2024 年５月 31 日時点における現

金・有価証券等の資産から借入等の負債を控除した純資産の残高報告書を確認しており、払込期日におい

て本新株予約権の払込金額（発行価額）の総額の払込みに要する資金は十分であると判断しております。 

なお、本新株予約権の行使にあたっては、割当予定先は、基本的に新株予約権の行使を行い、行使により

取得した株式又は下記の株式貸借契約に基づいて借り受けた当社株式を売却することにより資金を回収す

るという行為を繰り返して行うことが予定されているため、一時に大量の資金が必要になることはないこ

とから、割当予定先は本新株予約権の行使にあたっても十分な資金を有していると判断しております。 

また、割当予定先は、現在、当社以外にも複数社の新株予約権を引き受けているものの、上述のとおり、

行使及び売却を繰り返して行うことが予定されているため、一時点において必要となる資金は多額ではな

く、それらを合算した金額を割当予定先の純資産残高から控除した上でなお、本新株予約権の払込金額

（発行価額）の総額の払込み及び本新株予約権の行使に要する資金としては十分であると判断しておりま

す。 

 

(５)株券貸借に関する契約 

本新株予約権の発行に伴い、当社代表取締役であり、大株主である大島正人は、その保有する当社普通株

式について、割当予定先への貸株（貸借株数：1,200,000 株、貸株期間：2024 年７月８日～2025 年７月 25

日、貸株利率：0.0％）を行う予定です。 

割当予定先は、本新株予約権の行使により取得する当社普通株式の数量の範囲内で、ヘッジ目的で行う売

付け以外の目的のために売却その他処分しないものとする旨、上記貸主との貸株契約書にて定めておりま

す。 

 

８．大株主及び持株比率 

募集前（2023年12月31日現在） 

大島 正人 13.62％ 

Ｒ－１第１号投資事業有限責任組合 8.52％ 

Ｒ－１合同会社 5.58％ 

株式会社ONODERAホールディングス 1.59％ 

及川 博之 1.01％ 

西村 浩 0.95％ 

星山 崇行 0.90％ 

株式会社SBI証券 0.85％ 

坪内 隆 0.84％ 

楽天証券株式会社 0.78％ 

(注)１．「持株比率」は、2023年12月31日時点の株主名簿に基づき記載しております。 

２．割当予定先の本新株予約権の保有目的は投資目的とのことであり、割当予定先は、本新株予約権の
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行使により取得した当社普通株式を売却する可能性があるとのことです。したがって、割当予定先

による本新株予約権行使後の当社普通株式の長期保有は約されておりませんので、募集後の「大株

主及び持株比率」の記載はしておりません。 

３．「持株比率」は、発行済株式（自己株式を除きます。）の総数に対する割合を小数点第３位を四捨五

入しております。 

 

９．今後の見通し 

本新株予約権の発行による当期の業績に与える影響は軽微であります。なお、将来の業績に変更が生じる場

合には、適宜開示を行う予定です。 

 

10．企業行動規範上の手続きに関する事項 

本資金調達は、①希薄化率が 25％未満であること、②支配株主の異動を伴うものではないこと（本新株予

約権全てが権利行使された場合であっても、支配株主の異動が見込まれるものではないこと）から、取引所の

有価証券上場規程第432条「第三者割当に係る遵守事項」に定める独立第三者からの意見入手及び株主の意思

確認手続きは要しません。 
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11．最近３年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況 

(１)最近３年間の業績（連結） （単位：千円。特記しているものを除きます。） 

決算期 2021年12月期 2022年12月期 2023年12月期 

営業収益 4,894,414 4,988,151 4,817,220 

営業利益又は営業損失（△） 187,076 △75,358 52,648 

経常利益又は経常損失（△） 182,443 △74,510 44,291 

親会社株主に帰属する当期純利益

又は親会社株主に帰属する当期純

損失（△） 

85,850 △107,817 113,576 

１株当たり当期純利益又は１株当

たり当期純損失（△）（円） 
2.64 △3.31 3.31 

１株当たり配当額（円） － － － 

１株当たり純資産額（円） 35.76 32.44 41.82 

 

(２)現時点における発行済株式数及び潜在株式数の状況（2024年５月31日現在） 

 株式数 発行済株式数に対する比率 

発行済株式数 37,687,704株 100％ 

現時点の転換価額（行使価額） 

における潜在株式数 
－ － 

下限値の転換価額（行使価額） 

における潜在株式数 
－ － 

上限値の転換価額（行使価額） 

における潜在株式数 
－ － 

 

(３)最近の株価の状況 

① 最近３年間の状況 

 2021年12月期 2022年12月期 2023年12月期 

始  値 78円 106円 66円 

高  値 155円 107円 88円 

安  値 77円 63円 64円 

終  値 106円 67円 68円 

 

② 最近６か月間の状況 

 
2024年 

２月 ３月 

 

４月 

 

５月 

 

６月 

 

７月 

始  値 76円 735円 487円 285円 267円 244円 

高  値 635円 735円 558円 389円 278円 245円 

安  値 76円 312円 242円 252円 216円 223円 

終  値 635円 480円 292円 263円 241円 229円 

(注) 2024年７月の状況につきましては、2024年７月４日現在で表示しております。 
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③ 発行決議日前営業日における株価 

 2024年７月４日 

始  値 224円 

高  値 231円 

安  値 223円 

終  値 229円 

 

(４)最近３年間のエクイティ・ファイナンスの状況 

 

・第三者割当による株式の発行 

払 込 期 日 2023年８月25日 

資 金 調 達 の 額 400,270,000円（差引手取概算額） 

発 行 価 額 79円 

募 集 時 に お け る 

発 行 済 株 式 数 
32,557,704株 

当 該 募 集 に よ る 

発 行 済 株 式 総 数 
5,130,000株 

募 集 後 に お け る 

発 行 株 式 数 
37,687,704株 

割 当 先 大島 正人 

発 行 時 に お け る 

当 初 の 資 金 使 途 

① 借入金返済資金（201百万円） 

② 株式会社ポップティーンの借入金返済資金（40百万円） 

③ Popteen事業の運転資金（159百万円） 

発 行 時 に お け る 

支 出 予 定 時 期 

① 2023年８月 

② 2023年８月～2029年４月 

③ 2023年８月～2024年７月 

現 時 点 に お け る 

充 当 状 況 

① 充当済み 

② 株式会社ポップティーンの借入金返済資金に７百万円充当してお

ります。 

③ 充当済み 
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別紙 

株式会社フォーサイド第 11 回新株予約権 

発行要項 

 

1. 新株予約権の名称 株式会社フォーサイド第 11 回新株予約権（以下「本新株予約

権」という｡） 

2. 本新株予約権の払込金額の総額 金 1,020,000 円（本新株予約権 1 個当たり 17 円） 

3. 申込期日 2024 年 7 月 22 日 

4. 割当日及び払込期日 2024 年 7 月 22 日 

5. 募集の方法 第三者割当の方法により、全ての本新株予約権を EVO 

FUND に割り当てる。 

6. 新株予約権の目的である株式の種類及び数の算出方法 

(1) 本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とする。 

(2) 本新株予約権の目的である株式の総数は 6,000,000 株（本新株予約権 1 個当たり 100 株（以下「割当

株式数」という。））とする。 

なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により割当株式数を調整するものとする。

但し、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない本新株予約権に係る割当

株式数について行われ、調整の結果生じる 1 株未満の端数については、これを切り捨てるものとす

る。 

調整後割当株式数＝調整前割当株式数×分割・併合の比率 

その他、割当株式数の調整を必要とする事由が生じたときは、当社は取締役会決議により、合理的な

範囲で割当株式数を適宜調整するものとする。 

7. 本新株予約権の総数 60,000 個 

8. 各本新株予約権の払込金額 金 17 円 

9. 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法 

(1) 各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、行使価額（以下に定義する。）に割当株

式数を乗じた額とする。但し、これにより 1 円未満の端数が生じる場合は、これを切り捨てる。 

(2) 本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を交付（当社普通株式を新たに発行し、又は当社の

保有する当社普通株式を処分することをいう。以下同じ。）する場合における株式 1 株当たりの出資さ

れる財産の価額（以下「行使価額」という。）は、当初、223.2 円とする。 

10. 行使価額の修正 

(1) 行使価額は、割当日の翌取引日に初回の修正がされ、以後 3 取引日（株式会社東京証券取引所

（以下「取引所」という。）において売買立会が行われる日をいう。以下同じ。）が経過する毎に修正され

る。本項に基づき行使価額が修正される場合、行使価額は、直前に行使価額が修正された日（当日を

含む。）から起算して 3 取引日目の日の翌取引日（以下「修正日」という。）に、①修正日に先立つ 3 連

続取引日（以下「価格算定期間」という。）の各取引日（但し、終値が存在しない日を除く。）において取

引所が発表する当社普通株式の普通取引の終値の単純平均値の 97.5%に相当する金額の 0.1 円未

満の端数を切り捨てた額、又は②修正日の直前取引日（但し、終値が存在しない日を除く。）において

取引所が発表する当社普通株式の普通取引の終値の 90％に相当する金額の 0.1円未満の端数を切

り上げた額のいずれか高い金額（但し、当該金額が下限行使価額（以下に定義する。）を下回る場合、

下限行使価額とする。）に修正される。但し、当該価格算定期間のいずれの取引日にも終値が存在し

なかった場合には、行使価額の修正は行わない。また、いずれかの価格算定期間内に第 11 項の規

定に基づく調整の原因となる事由が発生した場合には、当該価格算定期間の各取引日において取

引所が発表する当社普通株式の普通取引の終値は当該事由を勘案して調整される。 

(2) 下限行使価額は、当初 114.5 円とする。 

(3) 下限行使価額は、第 11 項の規定を準用して調整される。 
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11. 行使価額の調整 

(1) 当社は、本新株予約権の割当日後、本項第(2)号に掲げる各事由により当社普通株式が交付され、発

行済普通株式数に変更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式（以下

「行使価額調整式」という。）をもって行使価額を調整する。 

 

調整後 

行使価額 

 

＝ 

 

調整前 

行使価額 

 

× 

既発行 

普通株式数 
＋ 

交付普通株式数×1 株当たりの払込金額 

時価 

既発行普通株式数＋交付普通株式数 

(2) 行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及びその調整後行使価額の適用時期について

は、次に定めるところによる。 

① 本項第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに交付する場合（但

し、当社の発行した取得請求権付株式若しくは取得条項付株式の取得と引換えに交付する場合、

当社普通株式の交付を請求できる新株予約権若しくは新株予約権付社債その他の証券若しくは

権利の請求又は行使による場合又は当社の株式報酬制度に基づき当社普通株式を交付する場

合を除く。）、調整後行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間が設けられているときは、当該

払込期間の最終日とする。以下同じ。）の翌日以降、また、募集のための株主割当日がある場合は

その日の翌日以降これを適用する。 

② 株式分割又は株式無償割当により当社普通株式を発行する場合、調整後行使価額は、株式分割

のための基準日の翌日以降、当社普通株式の無償割当について普通株主に割当を受ける権利を

与えるための基準日があるときはその翌日以降、当社普通株式の無償割当について普通株主に

割当を受ける権利を与えるための基準日がないとき及び株主（普通株主を除く。）に当社普通株式

の無償割当をするときは当該割当の効力発生日の翌日以降、それぞれこれを適用する。 

③ 取得請求権付株式であって、その取得と引換えに本項第(4)号②に定める時価を下回る価額をもっ

て当社普通株式を交付する旨の定めがあるものを発行する場合（無償割当の場合を含む。）又は

本項第(4)号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権

若しくは新株予約権付社債その他の証券若しくは権利を発行する場合（無償割当の場合を含む

が、当社のストックオプション制度に基づき新株予約権を発行する場合を除く。）、調整後行使価額

は、発行される取得請求権付株式、新株予約権若しくは新株予約権付社債その他の証券又は権

利の全てが当初の取得価額又は行使価額で請求又は行使されて当社普通株式が交付されたもの

とみなして行使価額調整式を準用して算出するものとし、払込期日（新株予約権又は新株予約権

付社債の場合は割当日、無償割当の場合は効力発生日）の翌日以降これを適用する。但し、その

権利の割当のための基準日がある場合は、その日の翌日以降これを適用する。上記にかかわら

ず、請求又は行使に際して交付される当社普通株式の対価が取得請求権付株式、新株予約権若

しくは新株予約権付社債その他の証券又は権利が発行された時点で確定していない場合、調整

後行使価額は、当該対価の確定時点で発行されている取得請求権付株式、新株予約権若しくは

新株予約権付社債その他の証券又は権利の全てが当該対価の確定時点の条件で請求又は行使

されて当社普通株式が交付されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出するものとし、当

該対価が確定した日の翌日以降、これを適用する。 

④ 当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたもの

を含む。）の取得と引換えに本項第(4)号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式を交

付する場合、調整後行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。 

⑤ 本号①乃至③の各取引において、その権利の割当のための基準日が設定され、かつ、各取引の

効力の発生が当該基準日以降の株主総会又は取締役会その他当社の機関の承認を条件として

いるときは、本号①乃至③の定めにかかわらず、調整後行使価額は、当該承認があった日の翌日

以降、これを適用する。この場合において、当該基準日の翌日から当該取引の承認があった日ま

でに本新株予約権を行使した本新株予約権に係る新株予約権者（以下「本新株予約権者」とい

う。）に対しては、次の算式に従って当社普通株式の交付数を決定するものとする。 
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株式数 ＝ 
（調整前行使価額－調整後行使価額）× 

調整前行使価額により当該期間内に 
交付された株式数 

調整後行使価額 

この場合に 1 株未満の端数が生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。 

(3) 行使価額調整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額との差額が 0.1 円未満にとどま

る限りは、行使価額の調整はこれを行わない。但し、その後の行使価額の調整を必要とする事由が発

生し行使価額を算出する場合は、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて、調整前行使価額

からこの差額を差引いた額を使用する。 

(4) 行使価額調整式の計算については、次に定めるところによる。 

① 0.1 円未満の端数を四捨五入する。 

② 行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額を適用する日（但し、本項第(2)号⑤の場合

は基準日）に先立つ 45 取引日目に始まる 30 取引日の取引所における当社普通株式の普通取引

の終値の平均値（当日付で終値のない日数を除く｡）とする。この場合、平均値の計算は、円位未満

小数第 2 位まで算出し、小数第 2 位を四捨五入する。 

③ 行使価額調整式で使用する既発行普通株式数は、基準日がある場合はその日、また、基準日が

ない場合は、調整後行使価額を適用する日の 1 ヶ月前の日における当社の発行済普通株式数か

ら、当該日における当社の有する当社普通株式の数を控除した数とする。また、本項第(2)号②の

場合には、行使価額調整式で使用する交付普通株式数は、基準日における当社の有する当社普

通株式に割り当てられる当社普通株式数を含まないものとする｡ 

(5) 本項第(2)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、必要な行

使価額の調整を行う。 

① 株式の併合、当社を存続会社とする合併、当社を承継会社とする吸収分割、当社を完全親会社と

する株式交換又は株式交付のために行使価額の調整を必要とするとき。 

② その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の

調整を必要とするとき。 

③ 行使価額を調整すべき事由が 2 つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後行使価額の

算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

(6) 本項第(2)号の規定にかかわらず、本項第(2)号に基づく調整後行使価額を初めて適用する日が第 10

項に基づく行使価額の修正日と一致する場合には、当社は、必要な調整を行う。 

(7) 第 10 項及び本項に定めるところにより行使価額の修正又は調整を行うときは、当社は、あらかじめ書

面によりその旨並びにその事由、修正又は調整前行使価額、修正又は調整後行使価額及びその適

用の日その他必要な事項を、適用の日の前日までに本新株予約権者に通知する。但し、本項第(2)号

⑤の場合その他適用の日の前日までに前記の通知を行うことができないときは、適用の日以降速や

かにこれを行う。 

12. 本新株予約権の行使期間 

2024 年 7 月 23 日（当日を含む。）から 2025 年 7 月 22 日（当日を含む。）までとする。 

13. その他の本新株予約権の行使の条件 

本新株予約権の一部行使はできない。 

14. 新株予約権の取得事由 

(1) 当社は、本新株予約権の取得が必要と当社取締役会が決議した場合は、本新株予約権の払込期

日の翌日以降、会社法第 273 条及び第 274 条の規定に従って、当社取締役会が定めた本新株予

約権を取得する日（以下「取得日」という。）の 2 週間以上前に本新株予約権者に通知するこ

とにより、本新株予約権 1 個当たりの払込金額と同額（対象となる本新株予約権の個数を乗じ

て 1 円未満の端数が生じたときはこれを四捨五入する。）で、当該取得日に残存する本新株予

約権の全部又は一部を取得することができる。本新株予約権の一部を取得する場合には、抽選

その他の合理的な方法により行うものとする。 
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(2) 第 12 項の定める本新株予約権の行使期間の末日において本新株予約権が残存している場合に

は、当社は、当該末日に残存する本新株予約権の全てを本新株予約権 1 個当たりの払込金額と

同額（対象となる本新株予約権の個数を乗じて 1 円未満の端数が生じたときはこれを四捨五入

する。）で取得する。 

15. 新株予約権証券の発行 

当社は、本新株予約権に係る新株予約権証券を発行しない。 

16. 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金 

本新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規

則第 17 条第 1 項の規定に従い算出される資本金等増加限度額の 2 分の 1 の金額とし（計算の結果 1 円

未満の端数が生じる場合はその端数を切り上げた額とする。）、当該資本金等増加限度額から増加する資

本金の額を減じた額を増加する資本準備金の額とする。 

17. 新株予約権の行使請求の方法 

(1) 本新株予約権を行使請求しようとする場合は、第 12 項に定める行使期間中に第 19 項記載の行使請

求受付場所に行使請求に必要な事項を通知しなければならない。 

(2) 本新株予約権を行使請求しようとする場合は、前号の行使請求に必要な事項を通知し、かつ、本新株

予約権の行使に際して出資の目的とされる金銭の全額を現金にて第 20 項に定める払込取扱場所の

当社が指定する口座に振り込むものとする。 

(3) 本新株予約権の行使請求の効力は、第 19 項記載の行使請求受付場所に行使請求に必要な事項が

全て通知され、かつ当該本新株予約権の行使に際して出資の目的とされる金銭の全額（行使請求に

必要な事項の通知と同日付で第 10 項に定める行使価額の修正が行われる場合には、当該修正後の

行使価額に基づき算定される金額とする。）が前号に定める口座に入金された日に発生する。 

18. 株式の交付方法 

当社は、行使請求の効力発生後、当該本新株予約権者が指定する振替機関又は口座管理機関における

振替口座簿の保有欄に振替株式の増加の記録を行うことにより株式を交付する。 

19. 行使請求受付場所 三井住友信託銀行株式会社 証券代行部 

20. 払込取扱場所 株式会社三井住友銀行 日本橋支店 

21. 新株予約権の払込金額及びその行使に際して出資される財産の価額の算定理由 

本新株予約権及び本新株予約権に係る買取契約の諸条件を考慮して、一般的な価格算定モデルである

モンテカルロ・シミュレーションによる算定結果を参考に、本新株予約権 1 個の払込金額を第 8 項記載のと

おりとした。さらに、本新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額は第 9 項記載のとおりとする。 

22. 社債、株式等の振替に関する法律の適用等 

本新株予約権は、社債、株式等の振替に関する法律に定める振替新株予約権とし、その全部について同

法の規定の適用を受けるものとする。また、本新株予約権の取扱いについては、株式会社証券保管振替

機構の定める株式等の振替に関する業務規程、同施行規則その他の規則に従うものとする。 

23. 振替機関の名称及び住所 

株式会社証券保管振替機構 

東京都中央区日本橋兜町 7 番 1 号 

24. その他 

(1) 会社法その他の法律の改正等、本要項の規定中読み替えその他の措置が必要となる場合には、当

社は必要な措置を講じる。 

(2) 上記各項については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。 

(3) その他本新株予約権発行に関し必要な事項は、当社代表取締役に一任する。 

 

 


